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令和６年度 第１回帯広市健康生活支援審議会児童育成部会 議事録（案） 

 

日時：令和６年１０月１８日（金） 

午後８時から午後９時 

場所：市役所１０階第５Ｂ会議室 

 

会議次第 

  

１ 開  会 

（１）委員・専門委員・部会員の紹介 

（２）部会長の選任について 

（３）副部会長の指名について 

 

２ 議  題 

（１）児童育成部会の開催方法について 

（２）令和５年度第２回帯広市健康生活支援審議会児童育成部会議事録の確認について 

（３）第２期おびひろこども未来プラン令和５年度進捗状況について 

（４）令和５年度決算（民生費・衛生費）について 

（５）第３期子ども・子育て支援事業計画（原案策定に向けた検討）について 

 

３ そ の 他 

 

４ 閉  会                         

 

 会議資料 

資料１ 令和５年度第２回帯広市健康生活支援審議会児童育成部会議事録 

資料２ 第２期おびひろこども未来プラン令和５年度進捗状況報告書 

資料３ 令和５年度決算（民生費・衛生費）（子ども・子育て関係分） 

資料４ 第３期子ども・子育て支援事業計画（原案策定に向けた検討） 

 

〇 出席委員（１７名中１６名出席） 

廣瀬一浩委員、西本委員、伊藤委員、瓜屋委員、廣瀬有紀委員 

萩原専門委員、高橋専門委員、笠谷専門委員、佐藤専門委員、羽賀専門委員 

西野部会員、吉田部会員、橋本部会員、北村部会員、宮部部会員、野原部会員 

 

〇 事務局 

こども福祉室こども課   戸田課長、三宅主幹、能登課長補佐、 

裏南係長、藤村主任 

こども福祉室子育て支援課 澤沼課長、関口課長補佐 

健康保険室健康推進課   吉田健康づくり係長 

資料１ 
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令和６年度 第１回「帯広市健康生活支援審議会児童育成部会」 議事録 

（令和６年１０月１８日 ２０:００～２１:００） 

 

 

１．開 会 

 

 

 

２．議 事 

議題（１） 

 

（事務局説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題（２） 

 

(事務局説明) 

 

 

 

 

 

 

 

議題（３） 

 

(事務局説明) 

 

 

 

（１）委員・専門委員・部会員の紹介 

（２）部会長の選任について 

（３）副部会長の指名について 

 

 

 

 

（１）児童育成部会の開催方法について 

 

帯広市では、児童に関する専門的事項を調査審議するため、

児童育成部会を設けている。子ども・子育て支援事業計画の策

定などを調査審議していくにあたっては、地域の子ども及び子

育て家庭の実情を踏まえ、児童福祉、幼児教育、双方の観点を

持った方々の参画を得るよう配慮するとされており、具体的に

は、子どもの保護者や事業主を代表する者、子ども・子育て支

援に関する事業に従事する者及び子ども・子育て支援に関し学

識経験のある者などの方々から幅広く意見を聞く機会を作るこ

とが必要とされているところ。 

このため、これまで児童育成部会の委員、専門委員のほか、

関係する各分野の部会員の皆様に参画いただいており、今回委

員の改選があったが、児童育成部会は１０名の委員・専門委員

のほか、７名の部会員を加えてこれまでどおり開催していきた

い。 

 

 

 

（２）令和５年度第２回帯広市健康生活支援審議会児童育成部

会議事録の確認について 

 

（資料１の説明） 

前回２月に開催した議事内容を、昨年度委員の皆様に事前

に確認していただいているため、この内容をもって、市ホー

ムページへ掲載したい。 

 

 

 

（３）第２期おびひろこども未来プランの令和５年度進捗状況

報告書について 
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（資料１の説明） 

本計画については、令和２年度から令和１１年度までの１０

年間を計画期間とする２期目の計画となっている。 

 （１ページ） 

本計画の目標値として３つの項目を設定しており、令和元年

度から令和５年度の数値はご覧のとおり。 

「この地域で子育てをしたいと思う親の割合」は 88.8％と、

連続して減少している。「子育て支援に関わる支援活動者数」に

ついては、令和２年度からの新型コロナウイルス感染症の影響

により、ボランティア活動などが中止となった影響を大きく受

け大幅に減少したが、令和３年度から回復傾向にある。 

（２ページ） 

３ページ以降の基本施策の進捗状況の総括表となっている。 

本計画の上位計画である「第七期帯広市総合計画」と同様に、

３段階の評価区分としている。 

進捗状況区分の考え方は、「Ｂ」を基本とし、新たな取り組み

を実施したことなどにより、目標達成に向け十分に成果が現れ

ているものを「Ａ」としている。また、例年通りの取り組みが実

施できなかったことにより、目標達成に向け成果が現れていな

いもの、または事業を実施できなかったものを「Ｃ」としている。 

これまでは、新型コロナウイルス感染症の影響により事業を

実施できず「Ｃ」となった事業もあったが、令和５年度では、中

止していた事業を再開したものが多くあり、参加人数も回復す

る状況が見受けられた。このことから、総合的に判断し、概ね例

年通りの取り組みとみなせるものは「Ｂ」としたところ。 

その結果、「Ａ」が３項目で 18.8％、「Ｂ」が 13 項目で 81.3％  

「Ｃ」が０項目となった。 

（７ページ） 

「Ⅱの１ 安心して妊娠・出産ができる環境の確保」 

昨年度は、子育て情報のタイムリーな通知やこどもの成長記

録を管理できる母子健康手帳アプリ「子育てアプリおびモ」を導

入したほか、母性相談室や乳幼児健診、家庭訪問等を通じて、妊

娠・出産・子育てに関する相談に応じ、必要な支援を継続的に実

施している。また、子育て世代包括支援センターにおける、子育

て相談、発達相談、児童虐待防止相談など、子どもに関わる様々

な相談対応や、ニーズに即した支援につなぐ伴走型の相談支援、

経済的支援を一体的に実施している。これらを勘案し、進捗状況

はＡとした。 

（１４ページ） 

 「Ⅲの４ 子育て家庭への経済的な支援」 

子育て家庭への経済的支援については、児童手当や子育て世

帯生活支援特別給付金、価格高騰重点支援給付金などの支給の

ほか、就学援助や奨学金貸付などを継続的に行っている。  
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   （委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

乳幼児医療費の助成については、今年４月から対象を中学生

まで引き上げており、令和５年度は所得制限撤廃などの拡充に

向けた準備に取り組んだもの。 

このほか、出産・子育て応援給付金事業では、すべての妊婦や

子育て世帯が安心して出産、子育てをできるよう伴走型相談支

援の充実を図るとともに、経済的支援を一体として行っている

ことから、概ね順調に進捗しているものとしてＢとしたもの。 

 

３ページ「Ⅰ子どもを守る／１子どもの権利の尊重」「（２）子ど

もの相談体制の確保」で、就学しているお子さんをもつ保護者の

相談は取り扱っていないのか。 

６ページ「Ⅰ子どもを守る／４子どもの安全な環境の確保」の

「（２）安全な子どもの遊び場の確保」では、幼児とその親は子

育て支援センターなどを利用できると思うが、就学後の児童の

の居場所は非常に足りないと思う。児童から中高生の日常的な

居場所が帯広市にはないが、中高生は対象となっていないのか。 

７ページの実績に対する考え方について、主に就学前のお子さ

んに対しての相談体制が充実していると説明があった。不登校

児童に対する学校の相談体制がなかなか整っていない状況と聞

いている。学校に行かないお子さんを持つ親の相談先はどのよ

うになっているのか。 

 

未就学児童も含め１８歳までのお子さんや保護者の相談は市の

子育て支援課で行っている。相談内容に応じて関係機関と連携

し、対応してきているところ。 

就学後の児童と保護者の相談先についても、子育て支援課で対

応しているが、広くお知らせするに至っておらず、就学後の保護

者から「どこに相談したらいいのか」といった問い合わせもあ

る。児童福祉法の改正により、こども家庭センターを設置をする

方向であるため、周知も含めて検討していく。 

不登校については、個別のケース応じて教育委員会と連携しな

がら対応してきているところだが、来年度に向けて強化してい

かなければならないと考えている。 

 

３ページ「Ⅰ子どもを守る／１子どもの権利の尊重」の中に、子

どもの権利条約に係る出前講座の実施回数が２４回とある。出

前講座はどこで実施されているのか。基本は学校教育の中で子

どもの権利条約をきちんと教えていくことが大切だと思う。施

策の取り組みに学校教育の内容に関する部分が入っておらず子

どもには届きづらいと思う。 

様々な調査結果を見ても、子どもたちが子どもの権利条約を知

らない場合が多い。学校の教職員もこの条約があることや内容

を詳しく知らない者もいる。学校教育の教育課程に位置付ける
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（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

など今までと違った方策が必要なのではないか。 

９ページ「Ⅱ安心して子供を産み育てることができる／３子ど

もの発達・生活の支援」の「（１）健やかな発達の支援」に、障

害児通所支援１,３９４人とある。地元紙にも出ていたが、ここ

は相当数増えている。ここを利用している子どもたちは児童保

育センターいわゆる学童を利用できない子どもたちである。全

てを分けてしまう支援のあり方はどうなのか。具体的に対応す

る必要があるのではないか。 

１６ページ「Ⅳ子どもたちの自らの健やかな成長を支援する／

１子どもの体験活動の推進」の内容について、同じような項目が

並んでいて支援が足りているのだろうかと感じる。民間の活動

は活発になっている。ここに載っている取り組みと言うのはほ

とんど従来型で昔からのやり方である。子どもたちの活動の場

を、今の子どもたちの実態に合わせて見直し、休みの日や放課後

に、塾や習い事など目的をもって通う子どもたちもいるが、そう

ではない子どもたちが屋根のある安心安全な場所で自由に交流

でき、自分たちで活動できるような機会を準備することが今の

子どもたちへの重要な施策になると思う 

少子化で子どもたちを育てるのに保護者自身がお金をかけて

様々な習い事に通わせている。そうしないともう放課後はもた

ない。他自治体のように地域に児童館を整備するなどそういう

構想はないのか。 

そういうところに指導員がいて、いつ誰が訪れても安心して活

動できる、遊べるような居場所づくりにもっと子育ての力が向

かわないと、保護者が安心して就労の時間を確保できない。そう

いう視点で見直される必要があるのではないか。 

 

出前講座については、公立保育所の地域担当保育士が実施して

いる。近い将来親になる高校生や保育士を目指している短大生

を対象に、子どもの人権について考え、また、母子手帳を使って、

自分がどのように育てられてきたかを見る機会になったり、保

育所でのエピソードなどを交えながら子どもの育ちや子ども同

士が交わっていく姿などを紹介しながら「子どもの権利条約」に

ついて講座を行っているもの。 

しかしながら、すべての高校で実施できているというものでは

ないので、そこは課題と認識している。 

子どもの権利条約が学校側に伝わっているかという点について

は、色々な場面で学校と連携しており、理解につながっているも

のと認識している。 

障害児通所支援については、放課後等デイサービスや児童発達

支援などがあり、児童発達支援を利用していたお子さんが就学

後に放課後等デイサービスを利用する際のつなぎなど、障害児

通所支援に通っているお子さんと学校について、国からも教育
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（委員） 

 

 

 

 

 

 

議題（４） 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と福祉の連携ということを強く言われている。 

必要に応じて教育委員会と連携しながら実施しており、今後何

ができるかということも含めて、学校と福祉の連携を追い求め

ていかなければならないと考えている 

居場所については、国でも居場所づくりへの支援など大きな動

きがあるので、そういったことも含めて、この地域で何ができる

か研究しながら居場所づくりを進めていかなければならないと

考えている。 

 

私は学校関係者だが、子どもの権利条約については人権教育と

いう観点で教育課程に位置付けられている。生徒指導提要が改

訂され、子どもの気持ちを尊重するとか、多様性を受け入れると

いう部分についても学校として積極的に取り組んでいるので、

ご理解の程、お願いしたい。 

 

 

 

 

（４）令和５年度決算（民生費・衛生費）について 

（資料３の説明） 

令和４年度決算と対比した主な増減理由を中心に説明。 

児童福祉費「児童福祉総務費」 

児童福祉施設整備補助事業費 約９,６００万円の減 

主なものとして、平成３０年度に民間移管したあやめ保育所

の改築が終了したことによるもので、解体費用、建設費用等が減

となったもの。 

子育て世帯臨時特別給付金 ４億９千万円の減や子育て世帯

生活支援特別給付金 ４,０００万円の減については、令和４年

度には、物価高騰の影響を受けた子育て世帯等への支援として

こども応援給付金や、新型コロナウイルス感染症の影響を受け

た低所得の子育て世帯等へ給付金が支給されたことによるも

の。 

このほか、令和５年度にも子育て世帯生活支援特別給付金が

行われている。 

保育所管理運営費 1 億２千万円の減 

令和５年度に民間移管した旧日赤東保育所に伴う経費やコロ

ナ対策経費の減が主なものとなっている。なお、日赤東保育所は

民間移管後ににじいろ保育園として運営されていることから、

令和５年度からは運営に係る委託料等（児童措置費）が増となっ

ている。 

医療給付費「乳幼児等医療給付費」 

乳幼児等医療給付費４,４００万円の増 

新型コロナウイルス感染症拡大による受診控えや感染予防対
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議題（５） 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

策により令和２年度から給付費の減少が見られていたが、５類

に移行した５月以降は各種感染症の流行に伴い、乳幼児等医療

給付費が増となったもの。 

 

 

 

（５）第３期子ども・子育て支援事業計画（原案策定に向けた検

討）について 

（資料４、資料４別紙の説明） 

１ 計画の趣旨・位置づけ 

市町村子ども子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法で

５年を一期として定められており、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保、その他この法律に基づく業

務の円滑な実施に関する計画。 

市では第七期帯広市総合計画の分野計画である、第２期おび

ひろこども未来プランに、第２期の事業計画を内包している。 

令和６年度末をもって計画期間が満了となるため、第２期帯

広こども未来プランの継続的な推進のもと、令和７年度以降の

５か年における事業計画を策定し、各種事業を推進していくも

の。 

２ 特定教育・保育施設等の量の見込みと確保方策 

（１）児童数の推計 

令和２年度から６年度まで、子どもの数は減っており、第３期

の令和７年度から１１年度までも同じように子どもの数は減少

する見込みとなっている。 

（２）量の見込みと確保方策 

アンケート調査結果を参考に、国による手引きから算定した

数値や利用実績、地域の実情等を勘案のうえ、利用者ニーズの見

込み量を算出し、その提供体制の確保方策を設定している。 

① 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業 

児童数が減少していく見込みだが、保育認定の利用率は上昇

していくことが想定されるため、引き続き受け入れ体制の確保

に努める。 

② 地域子ども・子育て支援事業 

児童福祉法や子ども・子育て支援法等の改正により、新たに８

事業が子ども・子育て支援事業計画の対象事業として追加され

た。５カ年計画の中で、事業実施に向けた受け入れ体制を確保

し、子育て支援事業の拡充を図る。また、既存事業についても、

量の見込みに対して、引き続き必要な受け入れ体制の確保に努

める。 

 

帯広市だけの課題ではないが、今年４月から７６年ぶりにやっ

と保育士の配置基準が変わり、４～５歳児は「子ども３０人に対
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（事務局） 

 

 

 

 

 

(委員) 

 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

(委員) 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局） 

 

 

 

（委員） 

 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

し保育士１人」から「２５人に１人」となったが、３歳未満児は

依然として変わらない。保育環境に目を向けると、保育に必要な

面積も基準がある。特に、低年齢児の受け入れ環境について、帯

広市はどのように考えているのか。 

 

これまで待機児童解消に向けて、施設改築などにより保育ニー

ズの高い低年齢児の受入れに努めてきた。ここ最近の４月１日

時点での待機児童は０人だが、潜在的待機児童は依然として１

００人を超えている。まずは、これらの解消に努めた上で、より

良い保育環境づくりを更に進めていきたい。 

 

低年齢児の配置基準について、これから変わっていくだろうが、

配置基準より保育士を多く配置した場合に補助するなど、独自

の考え方をもってほしい。 

 

保育施設等への給付については、国で定めた公定価格を基本と

するほか、国の補助を活用した処遇改善や特別支援児受け入れ

に要する補助など、市独自の補助も行ってきたところ。 

現時点で、保育士配置に対する更なる独自補助の考えは持ち合

わせていないが、国の補助メニューなどを研究しながら、施設に

対する支援を検討していきたい。 

 

今後の出生率の減少や公定価格の変動により保育所運営は厳し

いものである。保育環境の確保は市の役割だと思うので、市が責

任を持ってほしい。 

令和８年度からこども誰でも通園制度が実施されると思う。６

カ月から３歳までの子どもが月10時間まで利用できるという制

度だが、保育士のなり手不足は深刻なので、事業実施に際して

は、現場の意見も聞いてほしい。 

 

こども誰でも通園制度に対する詳細な通知がまだ国から来てい

ない。実施に向けて、現場の声を十分に聞いていくつもりなので

今後も各施設と情報を共有しながら検討していきたい。 

 

こども家庭庁が大切な時期としている「はじめの１００か月」

は、およそ妊娠期から小学校１年生までの期間のことで、社会全

体で支援することが求められている。 

こども誰でも通園制度は、その期間に当てはまり、子育てしてい

るお父さんお母さんにとって必要な施策だと思うので、検討を

進めてほしい。 

 

最近はアウェイ育児で周囲に相談する人がいないからなのか、

子育ての知識が全くない状態の親が増えているように感じる。
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３．その他 

 

(事務局説明) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自分で育てることが不安なため保育所に早く預けたいと就労を

考える親が多い。子育てを外注しているような状況に感じてし

まう。この現状は果たして子どものためになっているのだろう

か。 

 

こども誰でも通園制度については慎重に考えてほしい。育つべ

き場はどこなのか。大人の都合で便利に使われる懸念がある。 

 

全国ではいくつかの市町村が、試行的に取り組んでいる。それら

の状況も確認しながら、調査・研究していきたい。 

 

家庭や学校に居場所のない児童等に対して、安心な居場所を開

設し、児童の状況に応じた支援を提供するエリアごとの児童館

が帯広市にはないが、次の計画にどのように考えているのか。 

 

第３期子ども・子育て支援事業計画（原案策定に向けた検討）の

新たに追加する地域子ども・子育て支援事業にもあるように、子

どもの居場所となる児童育成支援拠点事業の実施に向けて検討

していく。まずは、１か所での実施と考えている。 

 

一か所は十分ではない。実施するには子ども自身が日常的に歩

いて行ける場所が必要。 

 

 

 

今年度実施している子ども・子育て関連事業の進捗状況につ

いて。 

【子ども医療】本年４月から中学生まで対象拡大した子ども

医療費については、当初のスケジュールどおり４月開始にあわ

せて受給者証等の発行し、医療機関等への受診が可能な状態と

なっている。 

【児童手当】高校生年代まで拡充される児童手当についても、

現在申請勧奨等を行い、１２月からの支給（１０月手当分）へ向

けて準備を進めているところ。 

【児童扶養手当】 児童扶養手当については所得制限の緩和、

第３子以降の支給額を第２子と同額にする拡充が行われ、１月

支給（１１月手当分）に向けて準備を進めているところ。 

【保育ＩＣＴ】保育ＩＣＴについては、９月から公立保育所７

所へ導入したところ。私立保育所に対する補助も準備をすすめ

ており、保護者の利便性を高め、保育士の業務軽減に取り組んで

いるところ。 

          （了） 

 


